
 

 

 

 

 

平成２１年１０月２３日 

      消 防 庁 

 

平成２１年１月～６月中の製品火災に関する調査結果 

 

 総務省消防庁では、平成２１年１月～６月中に発生した電気用品、燃焼機器及び自

動車等に係る火災のうち、「製品の不具合により発生したと判断される火災」及び「原

因を特定できない火災」の製品情報を調査しました。 

 その結果、 

 ①「製品の不具合により発生したと判断される火災」が５６件 

 ②「原因を特定できない火災」が２６７件 

あることがわかりました。 

 総務省消防庁では、この結果を各都道府県等に通知するとともに、関係省庁と連携

して製品に起因する火災の再発防止のために活用することとしております。 

 

調査結果の概要 

 自動車等 電気用品 燃焼機器 全体 

合計 138 136 49 323

①製品の不具合により発生したと判断される火災 10 36 10 56

②原因を特定できない火災 128 100 39 267

 

 

（連絡先） 

消防庁消防技術政策室 

担 当 ：竹村・安藤 

電 話 ：０３－５２５３－７５４１ 

ＦＡＸ ：０３－５２５３－７５３３ 



平成２１年１月～６月中の製品火災に関する調査結果の概要 

 

 平成２１年１月～６月中に発生した電気用品、燃焼機器及び自動車等に係る火災のうち、「製品の不具合により発生

したと判断される火災」及び「原因を特定できない火災」であるとして消防機関より報告のあったものの集計結果は

以下のとおりであった。 

※なお、消防機関の火災原因調査の結果、使用者の使用方法の不良等に起因する火災など、製造事業者等の責任で

はないと判断された火災については、今回の調査結果には含まれていない。 

 

自動車等火災の集計結果 

１．集計結果の概要 

① 製品の不具合により発生したと判断される火災  ： １０件（参考資料１：表１－１参照） 

② 原因を特定できない火災    ：１２８件（参考資料１：表１－２参照） 

※ ①のうち１件を除いて、リコール等により示された不具合を原因とした火災であった。 

 

２．「製品の不具合により発生したと判断される火災」（上記①）の製品情報 

 製品の不具合により発生したと判断される１０件の火災について、発火源該当件数が２件以上であるものは無か

った。 

 

３．「製品の不具合により発生したと判断される火災」（上記①）の被害状況 

 製品の不具合により発生したと判断される１０件の火災について、死者が発生しているものは無かった。 

 

 

電気用品火災の集計結果 
１．集計結果の概要 

① 製品の不具合により発生したと判断される火災  ：  ３６件（参考資料２：表２－１参照） 

② 原因を特定できない火災    ： １００件（参考資料２：表２－２参照） 

※ ①のうち４件を除いて、社告等により示された不具合を原因とした火災であった。 

 

２．「製品の不具合により発生したと判断される火災」（上記①）の製品情報 

 製品の不具合により発生したと判断される３６件の火災について、発火源該当件数が２件以上の製品は以下のと

おりであった。 

製造事業者等 製品名 型式 件数 備考 

小泉成器株式会社 電子レンジ KRD-0106 ２  

株式会社津田商事 ハイパワー風呂ポット TSE-22-T(HI) ２  

 

３．「製品の不具合により発生したと判断される火災」（上記①）の被害状況 

 製品の不具合により発生したと判断される３６件の火災について、死者が発生しているものは無かった。 

別添 



 

燃焼機器火災の集計結果 

１．集計結果の概要 

① 製品の不具合により発生したと判断される火災  ： １０件（参考資料３：表３－１参照） 

② 原因を特定できない火災    ： ３９件（参考資料３：表３－２参照） 

※ ①は全て社告等により示された不具合を原因とした火災であった。 

 

２．「製品の不具合により発生したと判断される火災」（上記①）の製品情報 

 製品の不具合により発生したと判断される１０件の火災について、発火源該当件数が２件以上であるものは無か

った。 

 

３．「製品の不具合により発生したと判断される火災」（上記①）の被害状況 

 製品の不具合により発生したと判断される１０件の火災について、死者が発生しているものは無かった。 






























